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	自治体経営におけるマーケティング戦略の可能性
	～三鷹市の課題を踏まえて～
	慶應義塾大学総合政策学部助教授　玉村 雅敏

	はじめに
	三鷹市役所は、外部機関による各種の調査結果に示されるとおり、卓越した経営を行っているとの評価を得ている行政機関であり、国際瘐
	だが、経営は“終わりなき試行錯誤”である。三鷹市がさらなる前進をしていくためには何が必要であるか？
	本論では、そのヒントとして「マーケティング」の観点に着目する。
	自治体経営というと「市役所」という組織の経営問題のみを考えがちだが、もっと広い目線で見る必要もある。それは、例えると、市役所という１つの「
	こういった「森」を見る観点に貢献するのが、現在の「マーケティング」の発想である。マーケティングとは、英語の原語！
	三鷹市は、市民や市民団体等による多彩な活動経験の蓄積があり、また、自治体職員の改革イニシアティブも定着している。そういった現�
	本論では、そういったマーケティング戦略のあり方について、近年の行政経営の基本的な発想を示す「ＮＰＭ（New Public Ma

	１．自治体経営とマーケティング戦略
	戦略１：顧客起点の行政サービスを実現するためのマーケティング戦略
	最初に「自治体経営におけるマーケティング」と聞いたとき、「行政サービス（＝行政機関が供給するサービス）」に関するマ
	こういった状況では、提供者の論理ではなく、顧客起点でのサービスレベルの検討や改善が求められる。具体的には、セグメンテーシ〃
	セグメンテーションとは、製品やサービスに関する検討を行う際、顧客を漠然と全体として捉えるのではなく、共通する特性やニーズに�
	行政機関では、これまで、なかなかこういった発想には立ちにくかった。民間企業は、対価を得ながら活動をする前提にあるため、特定の製品やサービスに�
	だが、時代は変化し、住民全体に対して、一律同様のサービスを提供するだけでは限界がある状況に直面している。住民のライフスタイルやニ〟
	ただし、行政の場合は、やみくもにサービス提供の幅を広げることは、（総額が限られる）税金の費用対効果の観点からみて非効�
	こういった観点を考慮すると、「どういった人が、どのようようなニーズを、どれくらいもっていて、そのニーズがどの程度の重要性をもっているのか…」�
	自治体経営におけるマーケティングでは、こういった「顧客起点の行政サービスを実現するためのマーケティング戦略」は大切である。だが　
	以下、後者のマーケティング戦略についての解説をしていくが、それに先立ち、より理解を深めるために、まず、「そもそものマーケテ�

	マーケティングとは何か？
	公共や行政の領域において「公共経営」「行政経営」という言葉が定着し、公共的な価値を提供していく「経営（マネジメント）」の仕組みをいか
	マネジメントを機能させるには様々な要素が必要であり、その１つに「マーケティング」があるが、実社会において、「マーケティン
	なぜ、マーケティングという用語は、こういった幅広い領域で使われているのであろうか？
	そもそもマーケティングとは、英語の原語（Market+ing）が指し示すように、「市場（Market）づく�
	この「マーケティング」の変化については、Ｐ．コトラーが、時代や社会環境の変化に対応して、生産志向、販売志向、マーケ〃
	簡単に説明をすると、「生産志向」とは、需要に比べ供給が不足している状況で、生産すれば売れる時代における考え方である。企業活動の中�
	次の「販売志向」は、生産すれば売れる時代は終わり、販売組織や広告を強化して、いかに販売するか、売り込むかに重点が移った頃の
	そして、こういった販売志向に基づく活動を追求したときには、時として、商品を押しつけるような、一方的・高圧的な販売活動となることや、（売】
	さらに、マーケティング志向において、商品を購入する顧客の利便性だけを追求した場合、（例えば、安価に製造をする観点のみを�
	こういったように、現在のマーケティングは、単に商品（アイデア・サービス等も含む）をつくる（生産）・売る（販売）�

	社会におけるマーケティングの変容
	1980年代後半以降、マーケティングの発想が転換したといわれている。それは、企業と顧客との間で、商品の提供とその対価のやり取�
	この発想の転換をもたらした背景には、成熟化社会を迎え、安価で、かつ標準化されたものを求めるという物財需要は満たされ、より個�
	また、1980年代には、人々の生活にしめるサービス部門の役割が大きくなった（アメリカでは1980年代にはGDPに占めるサービス
	そして、こういった「関係づくり」を基盤とするマーケティングの発想が定着してくると、より幅広い場面や分野で、その発想や手法が活用される。

	「社会的な価値」を追求する組織や企業の活躍
	近年、社会のトレンドとして、NPO（非営利組織）や社会起業（ソーシャルベンチャー）などの社会的な価値を追求する主体が�
	まず、新しい公共の担い手として、2万を超えるNPO法人が日本全国で活動する時代となり、社会的な使命を掲げ、実際の役割を担い活躍するよう�
	また、近年、「CSR（企業の社会的責任）」という概念が注目され、企業経営において、その企業が果たす社会的な価値が一つの評価軸として�

	「関係づくり（リレーションシップ）」に支えられる自治体経営
	このように、近年、NPOや社会起業、CSRやSRIを意識した企業といった「社会的な価値」を追求する新しい主体が、一定の役割を果たす�
	個別の組織や団体の活動のみでは、部分最適は実現できるかもしれないが、社会全体として、効率的かつ効果的に成果を達成できるとは限らない。様々な

	戦略２：成果を実現する場を創造するためのマーケティング戦略
	こういった一連のプロセスを支えるために設計するマーケティング戦略もあり得る。それは、多様な担い手を前提に、役割分担や関係づくり
	実際に達成した「成果」を追求する発想は、現在の行政経営のトレンドであるNPMにおいても重視されている。財政赤字の肥大化や
	さらに、この成果志向の発想は、目指す成果が効率的に実現できるのであれば、必ずしも政府が直接的な供給者である必要はないというスタンスも
	ここで、より理解を深めるために、補足として、「成果（アウトカム）」の特性を解説しておく。
	そもそも、「成果（アウトカム）」とは様々な活動の影響を受けて実現するという特性を持っている。例えば、「高校生の喫煙率の低下」と
	また、アウトカムレベルでの価値提供は、一つの組織の努力だけでは実現できないことも多い。例えば、「福祉ボランティアを増やす」というアウ〃
	すなわち、高いアウトカム（成果）を、効果的・効率的に実現しようとした場合、行政組織の活動以外にも、NPOや地域コミュ�
	こういったアウトカム（成果）の特性を前提とすると、多種多様な行動主体の、効果的な役割分担や協働活動を促進し、総体として、高いアウ�


	２　三鷹市におけるマーケティング戦略
	三鷹市の行政サービス戦略
	自治体経営におけるマーケティング戦略ついて、これまで2つの観点を解説してきた。1つは「顧客起点の行政サービスを実現するための�
	こういったマーケティング戦略について、三鷹市はどのように考えればいいのであろうか？
	三鷹市では、「市民満足度の向上及び成果重視の観点を踏まえた自治体経営」を推進することが「三鷹市自治基本条例�
	具体的には、まず、「住民起点の行政サービス」という観点は、三鷹市では、様々な施策を行う際に、ある程度、定着をしている発想となってい�
	だが、こういったビジョンを具体的に進める際に、限られた資源をより効率的かつ効果的に活用するには、住民をひとかたまりで捉えるのではなく、椛
	すなわち、戦略的に、当該の領域においては、どのようなセグメントを想定する必要があるのか、それぞれに、どういったサービスをどういう組み合わせで�
	加えて、こういった発想に立った際には、顧客価値の観点から、複数のサービスをグループ化することや、サービス評価の仕組みを構築�

	地域としての成果情報の共有化　－シェアード・アウトカムの観点－
	先に述べた「アウトカム（成果）」の特性に関連して「シェアード・アウトカム\(Shared Outcom�
	こういったコンセプトの前提として、社会的な課題（＝達成すべき成果〔アウトカム〕）は、行政組織やNPOなど、個別単独の活動だけでは�
	三鷹市は、自治基本条例で明確に掲げているとおり、参加と協働を基本とする、多様な担い手を前提とした自治体経営モデルを志向し、具体瘂
	その際には、「青森県政策マーケティング」や「東海市まちづくり指標」などの実践事例が参考になる。こういった事例では、生活者が抱く　
	こういった事例に見られるように、情報環境づくりを通じて、多様な担い手の関係づくりを促すことや、役割分担を推進すること、コミュニ。


	おわりに
	自治体経営では、限られた資源（税金や人材）を効果的に活用することが求められる一方で、住民のライフスタイルや価値褖
	こういった状況において、より暮らしやすい地域を実現していくには、市民ニーズに対応しながらも、メリハリある行政サービスを推進していく自
	三鷹市のさらなる前進を支えるためには、こういった観点の自治体経営を推進していくことで、市民満足度の向上や、地域社会の成果の向上を�
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